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 (2) たとえば、以下のような条件が挙げられている。 
  ① 評価処遇に適用することを対象者の4分の3以上が納得している。 
  ② 評定者の匿名性が保証されている。 
  ③ スコアがある程度ばらつき、それが職務遂行能力を反映していることが確認されている。 
  ④ 業績との相関があることが確認されている。 
  ⑤ 毎年の費用と労力が実務的に許容される範囲にある。 
  ⑥ 無責任な評定が5%未満であることが確認されている。 
  ⑦ 差別的な評定が行われていないことが確認されている。 
  ⑧ 評定者、被評定者がともに訓練され、趣旨が徹底できている。 
  ⑨ 尺度化にあたって公平性が確保されている。 
 (3) 上田訳（2006），p187． 
 (4) この調査では、職能資格制度の問題点として、以下の点が挙げられている。 
  ① 運用が年功的になっている。 
  ② 発揮能力に応じた昇降格が柔軟に出来ない。 
  ③ 高資格化が進み、人件費が高騰している。 
  ④ 職能要件書のメンテナンスに手間がかかる。 
  ⑤ 資格等級の基準が実態に合わなくなっている。 
  ⑥ 職能資格が市場横断的に通用しない。 
  ⑦ 職能資格はスペシャリスト養成には使えない。 
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